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権利の仮保護の制度

権利を確定して強制的実現に着手するまでに時
間がかかる。

民事保全法は、3種類の仮保護の制度を用意し
ている（1条）。

1. 仮差押え

2. 係争物仮処分

3. 仮の地位を定める仮処分
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仮差押え

Ｘ Ｙ金銭債権

裁判所

訴え

判決ま
で時間
がかか
る

売りたい

責任財産

仮差押え申
請（20条）

仮差押命令
とその執行
（47条）

Ｚ

売却

Xとの関
係で無効
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係争物仮処分

（買主）Ｘ Ｙ（売主）所有権移転登記請求権

裁判所

訴え

判決ま
で時間
がかか
る

二重に譲
渡したい

仮処分申請
（23条1
項）

仮処分命令
とその執行
（53条）

Ｚ

第二譲渡

Xとの関
係で無効
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仮の地位を定める仮処分

（被害者）Ｘ Ｙ（加害者）賠償金請求権

裁判所

訴え
判決ま
で時間
がかか
る

判決が出
たら払う

仮処分申請
（23条2項）

金銭給付の
仮処分命令
（24条）

明日の生
活に困っ
ている

民執法22条
3号の債務
名義になる
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保全命令に関する手続（民保法第２章）

債権者 大阪地裁申立て

書面による

審理

原則として、申立人に
のみ資料提出の機会を
与える。
例外:仮地位仮処分
（23条4項）。審理の
方式: 審尋または任
意的口頭弁論

担保の提供

保全命令
の発令後
の場合も
ある（14
条）

保全命令 裁判の形式は決定
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債務者からの異議

債務者 大阪地裁保全
異議

民保26条

審理

保全執行の停止の裁判可

口頭弁論または立会い保
障のある審尋（29条）

異議についての決定

審理の終結決定（31条）

審理の終結決定（31条）
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保全抗告

大阪高裁
債権者or
債務者

保全抗告

（41条）

審理

保全異議の審
理と同じ（41
条4項）

再抗告はできない
（41条3項）決定
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最決平成１１年３月１２日

高等裁判所のした保全抗告についての決定は許
可抗告の対象となる。
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保全命令の発令手続と執行手続

判決手続 ⇔ 発令手続（保全命令手続）（2
章）

強制執行手続 ⇔ 保全執行手続（3章）


